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図 3 計測断面における計測器の配置 
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この範囲の地盤を探査

線路下横断工法の地盤影響解析法 
 

１．はじめに 

 現在，踏切解消のために線路下横断トンネル工事が数

多く実施されています．この工事では「線路下横断工法」

と呼ばれる特殊トンネル工法が採用されています．この

工法では安全な列車走行を確保するため，内部の掘削に

先立ち複数の角形鋼管を挿入して，軌道防護を行いなが

らトンネル断面を構築するという特徴があります（図 1）． 

本稿では，模型実験における地表面変位量と土中応力

変化の関係から，線路下横断工法において簡易に地表面

変位を予測できる数値解析法を構築したので紹介します． 

２．模型実験の概要 

現場に近い施工過程を再現するため，1/4 スケールの

角形鋼管（高さ・幅：200mm）を実際に掘進する模型実

験を実施しました（図 2）． 

小土被り条件を再現するため土被り 200mm（1D，D：

鋼管高さ）とし，地盤材料には含水比 1.0%に調整した珪

砂 7 号を相対密度 80%目標として締め固めました．含水

は地盤にみかけの粘着力をある程度付加させるためであ

り，軟弱な地表面付近を想定して含水量を設定しました． 

鋼管発進側の土槽壁面から 500mm 離れた位置に計測

断面（図 3）を設け，地表面変位を計測するとともに，

土中の弾性波トモグラフィを実施し，得られた地盤内の

弾性波速度分布を，式(1)を用いて土中応力の変化率βに

換算しました 1)． 

β=（VP / VP0）m (1) 

ここに，β：応力変化率，VP0 ：初期状態（掘削前）の P

波速度，VP ：着目時点の P 波速度，m ：係数 

トンネル掘削では一般に，掘削で生じるゆるみ領域と，

それより上部の土圧を周りの地山へ伝達するアーチ状の応

力集中域が形成されます．これは「グラウンドアーチ」と

呼ばれ，これが働くことにより地盤の安定性が高まり，地

表面の沈下は小さく収まるとされています 2)．そこで，地

表面変位量と土中応力変化から地中のグラウンドアーチの

形成状況と沈下の関係を調べました． 
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図 2 実験装置 

図 1 線路下横断トンネルの施工過程 

図 4 掘進過程 

図 5 地表面変位分布 
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図9 簡易に解析する場合の解放率の設定方法 

３．グラウンドアーチの形成状況と沈下の関係 

図 4に掘進の過程，図 5に横断方向の地表面変位分布を示

します．図 6はトモグラフィ解析および式(1)から土中応力の

変化率を整理したもので，この結果から計測断面に到達する

までは土中にアーチ状の応力集中域が形成されているのに対

し，通過後はそれが消失していることがわかります．一方で，

図 5に示すように掘進が進むにつれて鋼管直上が最大となる

地表面の沈下が見られ，計測断面に到達するまでよりも計測

断面を通過した後のほうが沈下は大きいことがわかります． 

４．地表面変位を予測する数値解析法の構築 

模型実験の結果を踏まえ，グラウンドアーチの有無を考慮

した地表面変位の数値解析法を検討しました．まず，ゆるみ

高さの計算式として，既往の文献例えば 2)を参考に粘着力等の

影響を考慮し，以下の式(2)のように整理しました． 
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ここに， ℎ ：ゆるみ高さ， 𝑎 ：影響幅， 

      φ’：粘着力等の影響を考慮した換算内部摩擦角 

𝑎 = ඥ𝐿2 + 𝑊2  ここに，L ：掘削長，W ：掘削幅 

式(2)と掘削長や鋼管幅を変えた複数の模型実験で得られ

た最大沈下量との関係を比較した結果を図 7に示します．こ

の結果から，土被りがゆるみ高さの 1.5 倍以上となる場合に

沈下が減少しており，これがグラウンドアーチ形成の境界と

考えられました． 

そこで，土被りとアーチ高さの大小関係に基づき応力解放

率を修正することにより地表面沈下量の予測精度を向上させ

る手法を検討しました．山岳トンネルの解析では，刃口通過

時に 20%，通過後に 20%解放されることが知られていますが，

今回は刃口通過時において応力解放率 20%で地表面変位量が

一致する変形係数を求め，この変形係数で地表面変位量が一致する応力解放率を求めました．通過後の

応力解放率を 40%とした結果を図 8に示します． 

実際のメカニズムは，断面内で異方解放となるなどによる影響が考えられ，この詳細法はこれまでに

文献 3)等で紹介しているところであり，アーチ形成時の応力解放率を超えることはありませんが，汎用

解析ソフトで実施できる方法として応力解放率を一律変更する場合には，20%付加すれば再現できる結

果となりました． 

以上より，図9に示すようにアーチ高さと土被りを比較し，グラウンドアーチが消失する段階で 20%

の応力解放率を付加すれば簡易に解析できる結果が得られました． 
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融雪災害危険度評価システムの災害事例への適用 

 

１．はじめに 

 冬期に積雪の多い線区では，春先の融雪によって生じた融雪水が地中に浸透することで，斜面崩壊が

発生することがあります（以下，融雪災害とする）．その対策として，気温などに基づく巡回警備の強化

や融雪期における雨量規制値の引き下げなどが行われてきましたが，これまで，融雪災害の危険度を直

接評価し，対策の要否等を判断する手法はありませんでした．そこで，融雪量を指標として，融雪災害

の危険度を評価するシステムを開発しました．本稿ではシステムの概要と災害事例における適用結果に

ついて紹介します． 

２．融雪災害危険度評価システムについて 

 融雪災害は，2 つの過程を経て不安定化した

地盤が崩壊することで発生します（図 1）． 

① 気温，日射，風，降水による融雪の促進と

融雪水（雨水）の地盤への浸透 

② 浸透した水による地下水位の上昇や土壌の

高含水化による地盤の不安定化 

 このような過程において，地盤に浸透して保

水されている水の量（実効融雪量）が多くなる

と，斜面が不安定化します．また，斜面の積雪

が多いと斜面は崩れやすくなります． 

そこで，このような斜面の不安定化メカニズムを考慮した危険度評価手法を開発しました 1)．この手

法では，評価地点の実効融雪量と積雪深を 1時間ごとに計算します．そして，予め対象地域の気象デー

タから計算した実効融雪量と積雪深の再現期待値（何年に一回起こる現象なのかを示す指標）と比較す

ることで危険度を評価します．図 2に，上記の手法を用いた融雪災害危険度評価システムの表示画面を

示します．図中に 2年，4年，8年の再現期待値を示していますが，この値を，例えば警備，徐行，運転

中止というような対策の実施判断における閾値として利用することが考えられます． 

積雪

線路
①融雪現象の促進
→融雪水(雨水)の浸透

地下水位上昇
②地下水位上昇や高含水化
→地盤の不安定化

融雪災害の発生

風 降雨

日射

図 1 融雪災害の発生過程 

ユーザー名：○○融雪災害危険度評価システム ユーザ名：○○

地点 気温(℃) 積雪深(m) 実効融雪量(mm)

sample1 7.3 0.12 45.33

sample2 4.9 1.25 87.41

sample3 2.2 0.89 22.45

公益財団法人 鉄道総合技術研究所
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図 2 融雪災害危険度評価システムの表示画面 
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融雪災害危険度評価システムは，初期設定時に評価地点の情報（例：緯度経度，標高）を入力するこ

とで，その後近傍の気象データから自動で評価地点の実効融雪量，積雪深，再現期待値の計算が行われ，

融雪災害危険度を評価できます．本システムは部内外のサーバとサーバ内のアプリケーションで構成さ

れており，複数地点や各種気象データも参照可能です． 

３．融雪災害事例における本システムの適用例 

 本システムを融雪災害と考えられる事例（表 1）に対し

て適用した例を示します．これらの災害の発生年 1月 1日

から発生日の 24時までの評価結果を図 3に示します． 

(a)【case1】 

 本事例は線路の切土斜面が崩壊した事

例です．発生当日には実効融雪量が急上

昇し 8年の再現期待値を上回っているこ

とが分かります．発災は実効融雪量が最

大となってから 7時間後でした． 

(b)【case2】 

本事例は鉄道トンネルの坑口近傍斜面

が崩壊した事例です．発生 1日前から実

効融雪量は上昇し続け，発生日には 8年

の再現期待値を上回っています．なお，

本事例の発災時刻は不明でした． 

(c)【case3】 

 本事例は鉄道沿線の自然斜面が崩壊し

た事例です．発生 1日前から実効融雪量

が上昇し，8 年の再現期待値を上回って

います．発生日も上昇を続け，実効融雪

量が最大となった時刻に発災しました． 

４．まとめ 

本システムを用いた計算結果では，少

なくとも発災の数時間前に実効融雪量が

高まって 8年の再現期待値を超えている

ことが分かりました．本システムを用い

て，実効融雪量と積雪深を監視すること

で，発災前に列車の運行を停止するなど

の措置を講ずることができると考えられ

ます．今後，更なる精度向上と融雪災害

以外（雪崩など）にも適用可能なシステ

ムの開発を目指していきます． 

参考文献 

1) 佐藤亮太，高柳剛：AMeDAS データを利用して融雪期の斜面の安定性を評価する，RRR，Vol．77，

No．1，pp．28-31，2020 

執筆者：防災技術研究部 気象防災研究室 辻滉樹 

担当者：防災技術研究部 地盤防災研究室 高柳剛 

図 3 危険度指標(黒線)と再現期待値 

(青色：2年，黄：4年，赤色：8年)の関係 
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表 1 融雪災害事例 

事例名 発生日時 崩壊場所

case1 3/10  19:00 切土

case2 4/8  時刻不明 トンネル坑口

case3 3/2  14:00 自然斜面
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低温時のロングレール保守作業制限の合理的な設定法 

 

１．はじめに 

 在来線のロングレール区間では，冬季低温時の軌道保守に対して，表 1の様に作業制限（以下，「作業

制限」と称します）を課すのが一般的です．ただし，表 1は 1983 年の改正案 1)を基本としており，作業

の機械化や保守計画の効率化が進む近年の状況を十分想定していません．そこで，本研究では，冬季低

温時の保守作業が軌道に及ぼす影響を把握し，論理的な根拠に基づく作業制限の評価法を開発しました．

なお，本研究では，表 1 のなかでも特に制限が厳しく，作業の平準化の支障となっている赤枠の保守作

業（道床交換等の道床による軌きょうの支持がなくなる作業等）を主な対象として検討しました． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．低温時作業に伴うレール内方変位とレール軸力の変化の評価 

 表 1 はレールの曲線内方への変位（以下，「レー

ル内方変位」と称します）防止の観点から決められ

ています．また，そのレール内方変位によってレー

ル引張軸力が低下することで，夏季に圧縮軸力が増

加し，座屈に対する安全余裕度が低下する懸念があ

ります．本研究では，冬季に道床交換作業を行った

際のレール内方変位とレール軸力の変化を現地測

定して影響を確認しました．その結果，作業前後の

レール軸力の変化量は想定より小さいものの，道床

交換時にレール内方変位が生じ，レールが元の位置

に戻らず，作業後にレール内方変位が残留するこ

とが分かりました．このため，数値シミュレーショ

ンを用いて，これらの影響を確認しました．表 2に

レール軸力の変化量の最大値を温度差に換算した

換算付加温度でまとめた結果，表 3にレール内方変

位の最大値，表 4にレール内方変位を 10 m 弦通り

変位に換算した結果をそれぞれ示します 2)． 

３．評価法の提案 

 低温時作業では，レール内方変位と付随するレール軸力の変化に対して制限値を設ける必要があり，

その制限値は鉄道事業者の技術的判断で設定可能です．本項では制限値の一例（以下，「目安値」と称し

表 1 冬季低温時のロングレールの保守作業制限（在来線） 

作 業 種 別 
レール温度が設定温度よりも低い時の作業が可能な条件 

対象施工箇所（曲線半径） 施工延長 設定温度からの許容温度低下量 

道床突き固め，通り直し，曲線整正，カント付替 全区間 制限なし 30℃（制限なし） 

道床整理，道床抵抗力に影響が予想される隣接線 

作業，道床抵抗力試験，その他これに準ずる作業 
全区間 制限なし 40℃（制限なし） 

道床交換，道床ふるい分け，軌道低下，まくらぎ交

換・位置直し，レール締結装置補修，軌間直し，そ

の他これに準ずる作業 

直線及び半径2000m 以上の曲線 25m 以下 25℃（制限なし） 

半径2000m 未満800m 以上の曲

線 
25m 以下 10℃（10℃） 

半径800m 未満の曲線 25m 以下 5℃（5℃） 

全区間 5m 以下 40℃（制限なし） 

  備考 1 ロングレール幅から 25m 以内の区間については，いずれの作業についても制限は定めない． 

     2 施工箇所を順次進める際は，既施工箇所が完了したのちに行うこと． 

     3 連続施工延長に制限のある作業を複数個所で同時に行う際は，その間を 20m 以上離すこと． 

     4 トンネル内の木まくらぎロングレールについては，（ ）内を適用する． 

     5 緊急時及び設定替を行う場合には，この表の制限によらないことができる．ただし，座屈及び過大伸縮を招かないように施工すること． 

 

 

 

 

 

 

 

 表 2 換算付加温度一覧（R=800mの例） 

 表 3 レール内方変位の最大値（R=800mの例） 

 表 4 レール内方変位に伴う 10m弦通り変位の 

    整理表（R=800mの例） 

5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

10 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3

15 0.2 0.4 0.4 0.5 0.5 0.6 0.6 0.6 0.7 0.7

20 0.5 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.2 1.3 1.4 1.5

25 1.0 1.5 1.7 1.9 2.0 2.1 2.3 2.4 2.6 2.7

30 1.6 2.3 2.6 2.9 3.1 3.3 3.5 3.7 3.9 4.1

R =800m
温度低下量（℃）

施工延長
(m)

5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

5 0.7 1.2 1.7 2.1 2.5 2.9 3.3 3.7 4.2 4.6

10 5.3 8.5 11.1 13.1 14.8 16.3 17.6 18.7 19.9 21.0

15 13.7 21.3 26.4 30.2 33.1 35.7 38.0 40.2 42.3 44.4

20 26.0 39.5 47.9 53.7 58.5 62.5 66.3 69.7 73.1 76.4

25 43.6 65.5 78.4 87.7 94.9 101.2 106.9 112.0 117.1 122.0

30 60.3 92.3 111.0 123.8 134.0 142.6 150.1 157.1 163.8 170.4

R =800m
温度低下量（℃）

施工延長
(m)

5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

5 0.7 1.3 1.8 2.2 2.6 3.0 3.4 3.8 4.2 4.6

10 4.4 7.0 8.8 10.1 11.1 11.8 12.4 12.8 13.2 13.5

15 6.9 10.1 11.8 12.8 13.4 13.9 14.2 14.4 14.6 14.8

20 8.1 11.5 13.8 15.2 16.3 17.1 17.6 18.0 18.3 18.4

25 10.3 15.5 18.6 20.5 21.8 22.7 23.2 23.7 23.8 23.8

30 12.2 18.9 22.8 25.1 26.7 27.7 28.2 28.5 28.4 28.3

R=800m
温度低下量（℃）

施工延長
(m)

単位：mm 

単位：℃ 

単位：mm 
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ます）を設定して整理します． 

 図 1 に作業制限を適用する際の評価フロ

ーを示します．フローでは，施工条件を初期

設定した後，隣接構造物等の有無に応じて表

3を参照して内方変位の制限を設定し，許容

温度低下量が後述する図 2 の範囲内である

かを照査します．各ステップで必要に応じて

施工計画を見直し，最終的に表 2を参照して

換算付加温度を記録するフローとなってい

ます．図 2は施工延長 5～20m の場合の制限

値の一例として，表 2に示す換算付加温度が

3.5℃以下，表 3 に示す内方変位の最大値が

50mm 以下となり，表 4に示す 10m 弦通

り変位が 5mm～20mm 以下となる範囲

を「許容温度低下量」と称して，曲線半径毎に図化したものです．図 2 より，提案する作業制限は曲線

半径の増加に伴い，現行の作業制限を緩和する傾向を示しています． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．おわりに 

 本研究では，冬季低温時の保守作業に伴うレール内方変位とレール軸力の変化を定量評価し，低温時

の保守作業制限の評価法を開発しました．今後は，鉄道事業者が円滑かつ柔軟に作業制限を適用できる

よう，施工条件から作業の可否を自動判定するプログラムを開発していく予定です． 
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No 

No 

Yes 

施工箇所：曲線半径 R (m)，施工延長 L (m) 

施工時期：設定温度からの推定温度低下量 t 

(℃) 

施工計画の見直し 

Yes 
施工範囲に隣接構造物? 内方変位で支障? 

(表 3参照) 
隣接線,橋りょう,トンネル 

ホーム,踏切,電気構造物等 
No 

レール内方変位に伴う 10m 弦通り変位の 

目安値 u を選択(5mm,10mm,15mm,20mm) 

換算付加温度の記録(表 2参照) 

作業可能 

Yes 

許容温度低下量 T≧t ? 

(図 2参照) 

通り変位の目安値の見直し 

or 施工計画の見直し 

施工計画の決定 

図 1 低温時作業の可否の評価フロー 
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図 2 低温時の作業制限図 
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